









Ⅶ む す び

























































































但し，司法試験合格者数は，2010 年に年間 3000 人を目指すという司法制度
改革審議会の見解
5)
にもかかわらず，2008 年以降 2013年まで 2000名余りでス
















［図］ 弁護士数の推移（正会員数，1950 年〜2015 年)
註：各年月 31 日現在。
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）「法曹養成制度改革の推進について」（平成 25 年月 16 日法曹養成制度関係閣僚会議決定）










［図］ 弁護士数の対前年増加率の推移（1951 年〜2015 年)
註：各年月 31 日現在
出所：日本弁護士連合会編著（2015: 42）資料 1-1-2 のデータに基づき計算，作成。
第期は 1964 年までで，対前年増加率は概ね％未満である（1962 年のみ
2.56％）。第期は，1965 年以降 1976年までの約 10 年間で，対前年増加率は，
1973年の 4.78％を除き％台で推移した。経済の高度成長期とほぼ同じ時期
に弁護士数の高成長期が続いたことになる。ところが，1977 年以降 2000 年ま
での第期で再び増加率％未満が続いた
9)










高まり 1999 年に約 1000 人合格，2004 年に 1400 人台に達した（法務大臣官房





幅増加の帰結である。2001 年から 2015 年の 14 年間で倍になった。但し，
司法試験合格者数増の趨勢は，新旧の試験をあわせて，2008 年の 2209名（法
務省 2008）を最大値として，2013年まで約 2000名が維持された後，2014 年か
ら減少に転じ（1810 人，日本弁護士連合会編著 2015: 59），2016年，2017 年は約










年）7082 名，1936 年 5976 名，1938 年 4866 名
と減少，1940 年 5498 名と持ち直したが再び減少し，1944年は 5174名で 1924年の 5485 名を下
回っている。法務大臣官房人事課編（1987：85）参照。戦前の各年の弁護士登録者数とその趨
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水準を上下していたが，1955 年頃から 1960 年代前半までほぼ一貫して増加した（法務大臣官



























の間，漸減してきたが（2005 年 48.4％，2014 年 46.3），2015 年にわずかに増加
に転じた。大阪の減少も顕著で，2005 年の 13.6％から 2015 年の 11.6％へ減
少を続けている。これに対して，愛知（2005 年の 4.6％から 2015 年の 4.9％へ），
東京以外の関東（同 11.3％から 13.0％へ），東京・大阪・愛知以外の高裁所在
地（同 8.2％から 8.8％へ），その他，いずれも微増を続けている。但し，「その



























との開きは，実数で 10万人あたり 79 人，倍率にして 27倍に及んでいる。
10 年後の 2015 年になると，上位は，沖縄が大きく後退し，代わって福岡が





出所：日本弁護士連合会編著（2005: 93, 2006: 58, 2007: 105, 2008: 110, 2009: 82, 2010: 98, 2011: 105, 2012:





約 12 人増加）。東京と最下位の秋田の開きは，実数で 10万人当たり 119 人に
広がったが，倍率では 17倍に縮小した。
なお，1974 年までさかのぼると，最低は埼玉（2.1），滋賀（同）であり（棚


































達した 2008 年の直前と，司法試験合格者数を 2000名前後にステイさせた時期






出所：1974 年は棚瀬（1987a: ），2013 年は，日本弁護
士連合会編著（2013: 101）と総務省統計局の人口推計（都
道府県別人口［各年 10月日現在］http://www.e-stat.go.
jp/SG1/estat/List.do?bid = 000001039703&cycode = 0,2017/
11/23アクセス）に基づいて作成。
の影響が現れる直近を比較するためである。






























会調査室編著［2007: 145-152］），弁護士法人（平成 13 年＝ 2001 年の弁護士法改正により導
入）は，従たる法律事務所を設けることができる（同: 244）。以下の事務所数については，弁
護士法人で従たる事務所がある場合は，主たる事務所，従たる事務所それぞれを件としてカ
ウントしている。日本弁護士連合会編著（2005 91, 2015: 75）。弁護士法人数とその分布，主た
る事務所，従たる事務所の分布状況は，同（2005 : 93-95, 2015: 76-77）参照。
18） 弁護士法人は，主たる事務所の他に従たる事務所を設置することができる点について，前出
 17）参照。
























































］）。2005 年の数をとして示したのが［図］である。事務所数は 2005 年
からの 10 年で 1.4倍になった。弁護士数は 1.72倍なので，事務所の平均規模
（一事務所あたりの所属弁護士数）が 1.2倍（1.9 人から 2.3人へ増加）になった
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［図］ 弁護士数と事務所数の推移
































），高裁不所在地に分けて，2005 年から 2015 年にかけ
ての地域別推移を見たのが［図	］と［図］である。














































24） 以下，2005 年から 2015 年にかけての事務所増加率とは，2015 年の事務所数と 2005 年の事
務所数の差を 2005 年の事務所数で除した数値を言う。



























］が示すように，2005 年から 2015 年にかけての弁護士増加率と事務
所増加率は正の強い相関関係にある（相関係数 0.808， % 水準で有意）。事務
所増加率最上位の滋賀，島根，青森，茨城，千葉は弁護士増加率も最上位であ
る。但し，鳥取は，弁護士増加率は千葉を上回っているが事務所増加率は非常



























出所：日本弁護士連合会編著（2005: 93, 2015: 48-49, 75）のデータ，総務省統計局の人口推計（都道府県別
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34） 第一，第二クラスタ合計 10 地域の残差の標準偏差は 0.0833 であるのに対し，第三クラスの















い。事務所数が 250 を超えるあたりから 10 年間の増加率は 0.5（50%）前後で
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以上のような 2005 年から 2015 年までの 10 年間の日本全国の法律事務所増
弁護士急増の司法アクセス政策上の意義（濱野 亮）
223（76）
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Ⅶ む す び
本稿で得た成果を要約し，残された課題を述べる。
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第一に，2005 年以前，とりわけ 1960 年代以降のデータを分析し，1990 年代
以降の弁護士急増の事務所率への影響を，それ以前との対比で明らかにする。
第二に，2008 年から司法試験合格者数を毎年約 2000 名に抑え，さらに，
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